




















































































































































































行う一定の場所（a fixed place of business）であること、（ⅱ）事業を行う場所






















7） OECD Ministerial Conference, “A Borderless World : Realising the Potential of Global 























































11） AOI社の孫会社である ASI社（アイルランド）も、2009年から 2011年までの 3年間で
380億ドルの所得があったが、アイルランド政府に支払った法人税は2100万ドル（所得の
0.06％）に過ぎない。
12） Tax Notes Int’l, Jan. 6, 2014, p. 23.
係争中ですが、アップルは2018年9月にアイルランド政府に利息を含め143億
























13） Tax Notes Int’l, Sep. 24, 2018, p. 1348.
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に関係なく

































4．OECD と EU の動き
⑴　OECD の動き─2015年の BEPS 最終報告書と2018年の中間報告まで




がまとまらず、第1の報告書である「Action 1：Addressing the Tax Challenges 
of the Digital Economy」は、「重要な経済的プレゼンス」（SEP：Significant 
講義録（大野）
12
17） European Parliamentary Research Service, “Briefing：Corporate taxation of a significant 
digital presence”, PE 623.571, December 2018.
Economic Presence）の概念について記述した上で、2020年までに結論を出す
こととして、TFDE（Task Force on the Digital Economy）で議論を継続するこ
ととなりました。
その後、OECD は 2018年 3月 21日に 213頁の中間報告（Tax Challenges 










ンスに対する法人税の課税についての理事会指令の提案」（Proposal for a 






18） Communication from the Commission to the European Parliament and the Council, “A 
Fair and Efficient Tax System in the European Union for the Digital Single Market” COM 





















（Proposal for a COUNCIL DIRECTIVE on the common system of a digital 

































































22） イタリアのデジタルサービス税については、Roberta Moscaroli and Fabrizio Capponi, 
“Italy’s Problematic New Digital Services Tax”, Tax Notes Int’l, March 18, 2019, p. 1191 参照。




は、2019年 1月 23日にポリシー・ノート（Addressing the Tax Challenges of 






























Common Consolidated Corporate Tax Base）の指令案は、関連者の所得を合算



























残余利益分割法により、各国に配分される non‒routine income の総額がまず









































の米国財務省の代表で、のちに第 6作業部会の議長も務めた Michael 
McDonald氏（現在は退職して会計法人勤務）が、今日の国際課税の議論につ
いて、「私たちは不均衡の、あるいは不安定な均衡の時期にある」（We’re in a 




28） “OECD Digital Proposals Are Latest Threat To Arm’s‒Length Concept”, Tax Notes Int’l, 



























































































・　BEPS 最終報告書が公表される。その第 1報告書である “Action 1: 































設立以来どの国にも法人税を払っていない。AOI社の 2009年～ 2012年の 4年間の所得は約 299億ド
ル。
・ 　ASI社は Apple本社と CCA（費用分担契約）を締結し、Apple社の IP所得につき、Apple社製
品の国外販売割合相当分の持分を持つ。また、販売会社としても多額の利益を得ている。しかし、
AOI社同様にアイルランド税法上はアイルランド法人とはみなされず、アイルランド国内源泉所得
にのみ課税されている。ASI社の 2009年～ 2011年の 3年間の所得は約 380億ドルで、アイルランド
に支払った法人税は 2100万ドル（0.06%）。ASI社の利益は AOE社を経由して AOI社に配当として
支払われている。
・ 　AOI社と ASI社に対する米国の CFC税制の適用は、ASI社が実体のある事業活動を行っているた
め、回避されている。
（参考） 米連邦議会上院国土安全・政府事項委員会常設調査小委員会資料（Memorandum to Members 
of the Permanent Subcommittee on Investigation, May 21, 2013, Offshore Profit Shifting and the 











・ 　GN社が G2社から得た使用料の大部分は G1社に支払われる。G1社への使用料の支払いに対しオ
ランダは課税しない。
・ 　G1社が受け取った使用料はアイルランド源泉ではないので、アイルランドは課税しない。米国の
CFC税制の適用は、チェック・ザ・ボックス規則の適用により（実体を有する G2社が同一国内に
存在するため）回避できる。
（参考）今村隆「米国における最近の国際的租税回避に対する議論の状況」租税研究 768号193頁（2013）。
